
2021年4月1日

日時：令和７年３月２６日(水）

場所：山口県庁 共用第一会議室（本館棟４階）

やまぐち政労使会議

資料 １

山口労働局
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2021年4月1日

１ 開会

２ これまでの取組や課題について

３ 意見交換等

４ 閉会
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産業労働部長 高林謙行知 事 村岡嗣政山口県

行政機関
総務部長 吉髙 徹
雇用環境・均等室長

小宮山隆一
労働基準部長 上条訓之
職業安定部長 鈴木 卓

局 長 友住弘一郎山口労働局

「やまぐち政労使会議」出席者名簿



賃上げを起点とした「成長と分配の好循環」

※連合春季賃上げ妥結状況

※資本金1,000万円以上

賃上げ率 ３．５８％

（Ｒ５年）

５．１０％

（Ｒ６年・全国）

民間消費支出 ３２２兆円

（Ｒ５年第３四半期）

３３１兆円

（Ｒ６年第３四半期）

民間設備投資 １００兆円

（Ｒ５年第３四半期）

１０６兆円

（Ｒ６年第３四半期）

就業率 ６１．３％

（Ｒ５年第２四半期）

６１．６％

（Ｒ６年第２四半期）

売上高
経常利益率

６．３％

（Ｒ５年第１四半期）

７．１％
（Ｒ６年第１四半期）

名目GDP ５９３兆円

（Ｒ５年第３四半期）

６１０兆円
（Ｒ６年第３四半期）

○ 賃上げは、家計の所得増加による消費の拡大を通じて、企業収益を増加させるとともに、必要な人材を適切

に確保し、企業の生産性を向上させ、更なる賃上げや持続的な成長を生むという好循環をもたらす。

○ 約30年ぶりの賃上げ水準の中で、製品需要の増加や企業収益・価格転嫁の改善、就業者数の増加など、賃金
上昇と経済成長の好循環が動き出しつつあり、このモメンタムを維持していくことが重要。

賃金上昇

消費の増加

製品需要の増加

労働需要の増加
人材確保

生産性の向上
生産の増加

企業収益の増加

賃上げを起点とした
「成長と分配の好循環」
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名目賃金指数及び実質賃金指数の増減率（全国・山口県）
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〇 山口県の令和６年の名目賃金は高い伸びも実質賃金は３年連続マイナス。令和６年12

月の実質賃金は対前年同月比プラス3.6％、6か月ぶりにプラスに転じた。
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資料出所：厚生労働省毎月勤労統計調査（事業所規模５人以上）名目賃金指数、実質賃金指数いずれも現金給与総額。

単位（％） 単位（％）

名目賃金増減率（山口） 名目賃金増減率（全国）

実質賃金増減額（山口） 実質賃金増減額（全国）

名目賃金増減率（山口） 名目賃金増減率（全国）

実質賃金増減額（山口） 実質賃金増減額（全国）



山口県最低賃金の推移
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〇 令和６年度の山口県最低賃金は、引上げ額51円（引上げ率5.5％）となる979円。現

行の時間額制になった2002年度（平成14年度）以降、最高の引上げ額。



賃金引上げに向けた取組について

○ 山口県版「賃金引き上げ取組事例集」

○ 労働局長によるユーザーインタビューの配信

○令和６年度 業務改善助成金申請状況

交付決定申請件数

277件 ※1
（216件）※2

348件
（296件）

注）令和７年１月末現在、（ ）は前年同月数値

※１ 前年度（令和5年度）繰越分の51件を含む
※２ 前年度（令和4年度）繰越分の16件を含む

○キャリアアップ助成金計画届受理件数

○ 同一労働同一賃金の対応（報告徴収件数）
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山口県版「賃金引き上げ取組事例集」について

〇 県内の賃金引上げに向けた初の事例集（業種別・２３社掲載）

賃上げの効果
顧客満足度向上
新商品誕生も

賃金引上げを実施
した経緯
導入した設備投資・
働き方の見直しまで

掲載企業の沿革
経営理念など

賃上げに対する
代表メッセージ

助成金活用に
より導入した

設備投資

福利厚生などの
モチベーション
向上の取組みも
掲載



生産性の向上等の取組を支援（業務改善助成金）

事業場内で最も低い賃金（事業場内最低賃金）を３０円以上引き上げ、生産性向上に資する設備投資

等を行った場合に、その設備投資等にかかった費用の一部を助成する。

9

業 務 改 善 助 成 金 と は ？

事 業 場 内 最 低 賃 金
の 引 上 げ計画

設 備 投 資 等 の 計 画
機械設備導入､コンサルティング､

人材育成･教育訓練など

（ 計 画 の 承 認 と 事 業 実 施 後 ）
業 務 改 善 助 成 金 を 支 給

（ 最 大 6 0 0 万 円 ）

対 象 経 費 の 例経 費 区 分

• POSレジシステム導入による在庫
管理の短縮

• リフト付き特殊車両の導入による
送迎時間の短縮

機器・設備
の導入

国家資格者による、顧客回転率の向
上を目的とした業務フロー見直し

経営コンサ
ルティング

顧客管理情報のシステム化その他

対 象 と な る 設 備 投 資 な ど

助 成 対 象 経 費 の 具 体 例

助成対象経費の具体例は、「生産性向上の
ヒント集」や厚生労働省ウェブサイトに掲
載されています。

生産性向上のヒント集 検 索

〇助成率：事業場内最低賃金に応じて ３/４・４/５
〇助成額：引上げ人数及び賃金額に応じて

３０万～６００万円





（ 参考 ）



持 続 的 な 賃 持 続 的 な 賃 上 げ の 実 現 に 向 け た 共 同 宣 言 原 材 料 価 格 や エ ネ ル ギ ー 価 格 の 高 騰 等 に よ り 、 物 価 変 動 を 反 映 し た 実 質 賃 金 の マ イ ナ ス が
続 く 中 、 物 価 高 に 負 け な い 持 続 的 な 賃 上 げ を 可 能 と す る 環 境 整 備 を 行 い 、 物 価 上 昇 と 賃 上 げ の 好 循 環 を 生 み 出 し て い く こ と は 、 回 復 基 調 が 続

く 本 県 経 済 の 着 実 か つ 安 定 的 な 成 長 発 展 に と っ て 重 要 な 課 題 で あ る 。 ２ ０ ２ ３ 年 春 闘 で の 賃 上 げ 率 は 本 県 に お い て も 高 水 準 を 記 録 し た も の の 、
こ の 賃 上 げ の 流 れ を 県 全 体 の も の と す る た め に は 、 全 従 業 員 の ８ 割 が 働 く 中 小 ・ 小 規 模 事 業 者 の 持 続 的 な 賃 上 げ へ 着 実 に 波 及 さ せ て い か な け
れ ば な ら な い 。 こ の た め に は 、 続 く 原 材 料 価 格 等 の 高 騰 や 人 件 費 の 引 上 げ に 価 格 転 嫁 が 追 い 付 い て い な い 状 況 に あ る 中 小 ・ 小 規 模 事 業 者 に 対

し 、 労 務 費 を 含 め た 適 切 な 価 格 転 嫁 を 新 た な 商 習 慣 と し て サ プ ラ イ 上 げ の 実 現 に 向 け た 共 同 宣 言 原 材 料 価 格 や エ ネ ル ギ ー 価 格 の 高 騰 等 に よ り 、
物 価 変 動 を 反 映 し た 実 質 賃 金 の マ イ ナ ス が 続 く 中 、 物 価 高 に 負 け な い 持 続 的 な 賃 上 げ を 可 能 と す る 環 境 整 備 を 行 い 、 物 価 上 昇 と 賃 上 げ の 好 循
環 を 生 み 出 し て い く こ と は 、 回 復 基 調 が 続 く 本 県 経 済 の 着 実 か つ 安 定 的 な 成 長 発 展 に と っ て 重 要 な 課 題 で あ る 。 ２ ０ ２ ３ 年 春 闘 で の 賃 上 げ 率
は 本 県 に お い て も 高 水 準 を 記 録 し た も の の 、 こ の 賃 上 げ の 流 れ を 県 全 体 の も の と す る た め に は 、 全 従 業 員 の ８ 割 が 働 く 中 小 ・ 小 規 模 事 業 者 の
持 続 的 な 賃 上 げ へ 着 実 に 波 及 さ せ て い か な け れ ば な ら な い 。 こ の た め に は 、 続 く 原 材 料 価 格 等 の 高 騰 や 人 件 費 の 引 上 げ に 価 格 転 嫁 が 追 い 付 い
て い な い 状 況 に あ る 中 小 ・ 小 規 模 事 業 者 に 対 し 、 労 務 費 を 含 め た 適 切 な 価 格 転 嫁 を 新 た な 商 習 慣 と し て サ プ ラ イ チ ェ ー ン 全 体 で 定 着 さ せ 、 賃
上 げ の 原 資 を 確 保 で き る 取 引 環 境 を 整 備 す る 必 要 が あ る 。 加 え て 、 業 務 の 効 率 化 や 「 人 へ の 投 資 」 に よ る 生 産 性 の 向 上 を 通 じ 、 付 加 価 値 の 高
い 商 品 や サ ー ビ ス を 提 供 す る こ と に よ り 、 持 続 的 な 賃 上 げ に つ な げ て い く こ と が 重 要 で あ る 。 さ ら に 、 こ の よ う な 取 組 に よ り 実 現 さ れ る べ き

物 価 上 昇 と 賃 上 げ の 好 循 環 が 、 雇 用 形 態 に か か わ ら ず 全 て の 労 働 者 の 処 遇 改 善 に つ な が る よ う 手 立 て を 講 じ る こ と も 不 可 欠 で あ る 。 や ま ぐ ち
政 労 使 会 議 は 、 県 内 企 業 の 持 続 的 な 賃 上 げ を 実 現 す る た め 、 こ う し た 認 識 を 共 有 し 、 政 労 使 そ れ ぞ れ の 取 組 を 進 化 さ せ る と と も に 、 相 互 に 連
携 ・ 協 力 し て 「 オ ー ル 山 口 」 で 取 り 組 む こ と を こ こ に 宣 言 す る 。 令 和 ６ 年 ３ 月 １ ８ 日 や ま ぐ ち 政 労 使 会 議 山 口 県 知 事 村 岡 嗣 政 厚 生 労 働 省
山 口 労 働 局 局 長 名 田 裕 日 本 労 働 組 合 総 連 合 会 山 口 県 連 合 会 会 長 伊 藤 正 則 山 口 県 経 営 者 協 会 会 長 山 本 謙 山 口 県 商 工 会 議 所 連 合 会 会 頭

川 上 康 男 山 口 県 商 工 会 連 合 会 会 長 藤 村 利 夫 山 口 県 中 小 企 業 団 体 中 央 会 会 長 矢 敷 健
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持続的な賃上げの実現に向けた共同宣言

原材料価格やエネルギー価格の高騰等により、物価変動を反映した実質賃金のマイナスが続く中、物価高に

負けない持続的な賃上げを可能とする環境整備を行い、物価上昇と賃上げの好循環を生み出していくことは、
回復基調が続く本県経済の着実かつ安定的な成長発展にとって重要な課題である。
２０２３年春闘での賃上げ率は本県においても高水準を記録したものの、この賃上げの流れを県全体のもの

とするためには、全従業員の８割が働く中小・小規模事業者の持続的な賃上げへ着実に波及させていかなけれ
ばならない。
このためには、続く原材料価格等の高騰や人件費の引上げに価格転嫁が追い付いていない状況にある中小・

小規模事業者に対し、労務費を含めた適切な価格転嫁を新たな商習慣としてサプライチェーン全体で定着させ、
賃上げの原資を確保できる取引環境を整備する必要がある。
加えて、業務の効率化や「人への投資」による生産性の向上を通じ、付加価値の高い商品やサービスを提供

することにより、持続的な賃上げにつなげていくことが重要である。
さらに、このような取組により実現されるべき物価上昇と賃上げの好循環が、雇用形態にかかわらず全ての

労働者の処遇改善につながるよう手立てを講じることも不可欠である。
やまぐち政労使会議は、県内企業の持続的な賃上げを実現するため、こうした認識を共有し、政労使それぞ

れの取組を進化させるとともに、相互に連携・協力して「オール山口」で取り組むことをここに宣言する。

令和６年３月１８日

やまぐち政労使会議

山口県 知事 村岡嗣政

厚生労働省山口労働局 局長 名田 裕

日本労働組合総連合会山口県連合会 会長 伊藤正則

山口県経営者協会 会長 山本 謙

山口県商工会議所連合会 会頭 川上康男

山口県商工会連合会 会長 藤村利夫

山口県中小企業団体中央会 会長 矢敷健治


